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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第19期
第１四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自 2019年１月１日
至 2019年３月31日

自 2018年１月１日
至 2018年12月31日

売上高 (千円) 459,025 2,749,769

経常利益又は経常損失(△) (千円) △52,940 16,786

親会社株主に帰属する
当期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △39,290 2,254

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △39,230 1,913

純資産額 (千円) 2,123,520 2,217,368

総資産額 (千円) 3,686,258 4,128,683

１株当たり当期純利益又は
 １株当たり四半期純損失(△)

(円) △5.72 0.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － 0.32

自己資本比率 (％) 57.61 53.71
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、第18期第３四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、第18期第１四半期連

結累計期間については記載しておりません。

４．第19期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前連結会計年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判

断したものであります。

なお、当社グループは前第３四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結

累計期間との比較・分析は行っておりません。

 
(1)経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府や日銀による継続的な経済政策の効果もあって、企業収

益や雇用環境の改善が続くなか、緩やかな回復基調の状況になっております。一方、海外経済においては、通商問

題の動向、中国経済の先行きについて留意する必要がある状況になっております。

当社のコインランドリー事業を取り巻く環境といたしましては、「働き方改革関連法」が2019年４月１日に施行

されたことを背景に、今後多様な働き方が選択できる社会が実現され、時間を有効活用できるコインランドリーに

ついては更なる利用者層の拡大と需要の伸長が期待されます。

このような状況の下、当社は「布団を洗う」という新たな洗濯習慣の変革への啓蒙活動や積極的な広告施策も継

続して行いながら、既存エリア及び新規エリアでの営業活動に加え、フランチャイズ（以下、「ＦＣ」という）

オーナーの新規開拓も行いながら、ＦＣ店舗の出店を中心に取り組んでおります。

当第１四半期連結累計期間のＦＣ店舗の出店数は７店舗となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は459,025千円となり、営業損失は55,255千円、経常損失は52,940

千円、親会社株主に帰属する四半期純損失は39,290千円となりました。

 
当社グループはコインランドリー事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セ

グメントの情報を省略しております。なお、コインランドリー事業における主要な部門別の業績は次のとおりであ

ります。

①　ＦＣ部門

当第１四半期連結累計期間におけるＦＣ店舗数の推移は以下のとおりであります。東京都及び大阪府周辺エリア

の店舗開発は進んでいるものの、当第１四半期連結累計期間にはオープンに繋がらず、第２四半期連結累計期間以

降にずれたことによりＦＣ新規出店数は７店舗となりました。この結果、売上高は115,358千円となりました。

（単位：店舗）

エリア  
2018年12月31日
現在のＦＣ店舗数

期中増減
2019年３月31日
現在のＦＣ店舗数

関東エリア  31 ４ 35

中部エリア ７ ― ７

関西エリア  19 ― 19

中国エリア  57 １ 58

四国エリア  21 ― 21

九州エリア (注) 416 △１ 415

合　　　計  551 ４ 555
 

（注）当第１四半期連結累計期間において、九州エリアでは２店舗を新規出店しましたが、既存店舗のうち２店舗は直

営店とし、１店舗はオーナー様事情により退店となったため、期中増減は１店舗の減少となっております。
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②　店舗管理部門

当社はすべてのＦＣ店舗についてコインランドリー店舗の管理を受託しており、ストック収入となることから店

舗増が寄与し、売上高は242,028千円となりました。

 

③　直営部門その他

当第１四半期連結累計期間の直営店舗数は２店舗増加しており、直営店売上に影響を与える降水量は、当社の出

店エリアにおきまして平年比88.0％となっており、１ミリ以上の降雨日は、平年比92.0％となっております。

以上の結果、売上高は101,638千円となりました。

 
(2) 財政状態の分析

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ442,424千円減少の3,686,258千円と

なりました。これは主に、有形固定資産の土地が182,163千円、流動資産の営業貸付金が109,609千円、たな卸資産

が108,243千円増加した一方で、現金及び預金が872,958千円減少したこと等によるものであります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ348,576千円減少の1,562,738千円と

なりました。これは主に、買掛金が227,144千円、預り金が155,574千円減少したこと等によるものであります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ93,848千円減少の2,123,520千円と

なりました。これは、剰余金の配当54,934千円、親会社株主に帰属する四半期純損失39,290千円の計上があったこ

と等によるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年５月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,870,400 6,870,400

東京証券取引所
（マザーズ）
福岡証券取引所
（Ｑ－Ｂｏａｒｄ）

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式
であり、単元株式数
は100株であります。

計 6,870,400 6,870,400 ― ―
 

(注)　提出日現在発行数には、2019年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当該事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年１月１日～
2019年３月31日

3,600 6,870,400 158 995,104 158 925,104
 

（注）ストックオプションとしての新株予約の権利行使による増加であります。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2019年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

68,622 ―
6,862,200

単元未満株式
普通株式

― ―
4,600

発行済株式総数 6,866,800 ― ―

総株主の議決権 ― 68,622 ―
 

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 
② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は前第３四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しているため、四半期連結損益計算書及び

四半期連結包括利益計算書に係る比較情報を記載しておりません。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2019年１月１日から2019年

３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年１月１日から2019年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,591,962 1,719,003

  売掛金 139,838 101,708

  営業貸付金 255,925 365,534

  たな卸資産 114,564 222,807

  その他 256,405 297,267

  流動資産合計 3,358,696 2,706,322

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 203,930 209,374

   土地 － 182,163

   その他（純額） 209,625 213,198

   有形固定資産合計 413,555 604,736

  無形固定資産 4,447 3,995

  投資その他の資産 351,984 371,204

  固定資産合計 769,987 979,936

 資産合計 4,128,683 3,686,258

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 396,310 169,165

  1年内返済予定の長期借入金 21,980 20,900

  未払法人税等 3,590 5,684

  預り金 451,026 295,451

  賞与引当金 4,768 15,400

  その他 213,712 224,214

  流動負債合計 1,091,387 730,816

 固定負債   

  長期借入金 9,896 4,881

  預り保証金 774,654 789,771

  資産除去債務 13,674 15,688

  その他 21,702 21,579

  固定負債合計 819,927 831,921

 負債合計 1,911,314 1,562,738
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 994,945 995,104

  資本剰余金 924,945 925,104

  利益剰余金 298,142 203,917

  株主資本合計 2,218,034 2,124,125

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △665 △604

  その他の包括利益累計額合計 △665 △604

 純資産合計 2,217,368 2,123,520

負債純資産合計 4,128,683 3,686,258
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年３月31日)

売上高 459,025

売上原価 279,947

売上総利益 179,077

販売費及び一般管理費 234,332

営業損失（△） △55,255

営業外収益  

 受取利息及び配当金 143

 その他 3,278

 営業外収益合計 3,421

営業外費用  

 支払利息 146

 その他 960

 営業外費用合計 1,106

経常損失（△） △52,940

税金等調整前四半期純損失（△） △52,940

法人税、住民税及び事業税 1,004

法人税等調整額 △14,654

法人税等合計 △13,649

四半期純損失（△） △39,290

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） －

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △39,290
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
　至 2019年３月31日)

四半期純損失（△） △39,290

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 60

 その他の包括利益合計 60

四半期包括利益 △39,230

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 △39,230

 非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

(追加情報)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
当第１四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
至　2019年３月31日)

減価償却費 16,558千円
 

 

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自　2019年１月１日　至　2019年３月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月28日
定時株主総会

普通株式 54,934千円 8.00円 2018年12月31日 2019年３月29日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループはコインランドリー事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セ

グメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
(自 2019年１月１日
至 2019年３月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △5円72銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △39,290

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(千円)

△39,290

　普通株式の期中平均株式数(株) 6,867,700

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

 

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

ＷＡＳＨハウス株式会社(E32753)

四半期報告書

15/17



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年５月10日

ＷＡＳＨハウス株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中　　野　　宏　　治 ㊞
 

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 只　　隈　　洋　　一 ㊞
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＷＡＳＨハウス

株式会社の2019年１月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019年１月１日から2019

年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年１月１日から2019年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＷＡＳＨハウス株式会社及び連結子会社の2019年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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